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知 事 提 案 説 明 要 旨 

 

ⅠⅠⅠⅠ    はじめにはじめにはじめにはじめに        

 

平成 26 年第２回沖縄県議会の開会にあたり、まず県政運営にあたって

の私の所信の一端を申し述べ、県議会並びに県民の皆様の御理解と御協

力を賜りたいと存じます。 

 

第第第第１１１１にににに、「、「、「、「県政運営県政運営県政運営県政運営にににに取取取取りりりり組組組組むむむむ決意決意決意決意についてについてについてについて」」」」申申申申しししし上上上上げますげますげますげます。。。。    

 

私は、これまで、「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」を策定するとと

もに、皆様の御協力により、沖縄振興特別推進交付金の創設を実現しま

した。    

特に、この交付金の活用により、従来の補助事業では対応が難しかっ

た福祉や離島振興等においてきめ細やかな施策を展開し、産業振興の分

野においても、観光客の誘致や国際物流拠点の形成等、自立型経済の実

現に向け、各種施策を戦略的に推進してきました。 

現在、沖縄は、日本経済活性化のフロントランナーとして期待される

など、新たな段階に入っております。 

平成 26 年度は、これまでの取組の成果を踏まえつつ、新たな施策を大

胆に展開し、さらに加速させる重要な年であります。 

引き続き、沖縄県のさらなる飛躍と県民福祉の向上に向け、全力で県

政運営に取り組んでまいります。 

 

第第第第２２２２にににに、「、「、「、「沖縄沖縄沖縄沖縄をををを取取取取りりりり巻巻巻巻くくくく現状現状現状現状のののの認識認識認識認識についてについてについてについて」」」」申申申申しししし上上上上げますげますげますげます。。。。    

 

沖縄県内の経済は、観光関連指標、個人消費などが前年を上回るなど、
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堅調な動きを維持し、景気は拡大しております。 

平成 25 年の入域観光客数は、641 万人となり、うち外国人客が 55 万

人となるなど、過去最高を大きく更新しました。年平均の完全失業率は、

平成 23 年の 7.1％、平成 24 年の 6.8％から、平成 25 年は 5.7％と 18 年

ぶりに５％台となり、有効求人倍率も復帰後最高となるなど、雇用情勢

は着実に改善しております。特に、月別の完全失業率は、直近の３ヶ月

連続で４％台を記録し、全国水準まで１ポイント以内に迫り、引き続き

堅調に推移すると考えております。今後とも、さらなる景気や雇用の拡

大に向けた取組を進めてまいります。 

国際社会においては、経済のグローバル化が進展し、アジア諸国は著

しく成長しているものの、尖閣諸島の問題など周辺諸国との関係は緊張

状態にあることから、文化や経済など多面的な交流を通じて、信頼の構

築を図り、地域の平和と発展に貢献してまいります。 

また、ＴＰＰ交渉については、今月末に閣僚会合が予定されており、

引き続き県内への影響を把握し、適切に対応してまいります。 

我が国においては、いわゆるアベノミクス効果で経済状況は明るさを

取り戻しつつあると認識しており、その動向をとらえ、沖縄県の発展に

つなげていきたいと考えております。 

一方、東日本大震災の発生から、まもなく３年が経過します。沖縄県

としましては、被災された方々の生活再建に向け、支援を継続してまい

ります。 

 

第第第第３３３３にににに、「、「、「、「今後今後今後今後のののの沖縄振沖縄振沖縄振沖縄振興興興興にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組についてについてについてについて」」」」申申申申しししし上上上上げますげますげますげます。。。。    

 

待望の「那覇空港第二滑走路」の工事が今年１月に着工されました。
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平成 32 年の東京オリンピック・パラリンピックの年に供用を迎えること

から、沖縄がアジアゲートウェイとして飛躍できるよう、全力で取り組

みます。 

また、平成 26 年度においては、日本経済活性化の「フロンティア創造」、

「持続的人口増加」、「健康長寿おきなわの復活」、「安全・安心の確

保」の４項目を「重点テーマ」として設定し、沖縄振興を力強く推進す

る施策に取り組んでまいります。 

昨年９月に策定した「沖縄県組織ビジョン」に基づき、関連部局が連

携して新たな課題などに的確に対応するため、部等を大括り化した部門

制を導入することとしております。平成 26 年度は「子ども生活福祉部」、

「公共交通推進室」、「基地環境特別対策室」などを新設するとともに、

新たな行財政改革プランを実施してまいります。 

 

第第第第４４４４にににに、「、「、「、「内閣府予算案及内閣府予算案及内閣府予算案及内閣府予算案及びびびび税制改正等税制改正等税制改正等税制改正等についてについてについてについて」」」」申申申申しししし上上上上げますげますげますげます。。。。    

 

平成 26 年度内閣府沖縄関係予算案については、沖縄振興交付金 1,759

億円、沖縄科学技術大学院大学関連経費 198 億円、那覇空港滑走路増設

事業費 330 億円を含む、総額 3,460 億円が確保され、前年度より 459 億

円の増額となっております。 

沖縄関連税制については、経済金融活性化特別地区（仮称）の創設、

各地域制度の地域指定等に係る権限の県知事への移譲、さらに航空機燃

料税軽減措置の離島路線への拡充など、大幅に改正されることとなりま

した。 

また、政府においては、沖縄振興予算を平成 33 年度まで毎年 3,000

億円台確保するとし、那覇空港滑走路増設事業については、平成 31 年度
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末の供用開始と別枠予算の確保を表明しました。 

沖縄県としては、国及び市町村と連携し、各種施策を実施してまいり

ます。 

 

 

ⅡⅡⅡⅡ    平成平成平成平成22226666年度年度年度年度のののの施策施策施策施策のののの概要概要概要概要についてについてについてについて    

 

 次に、平成26年度における施策の概要について、県民の求める将来像

に沿って主なものを御説明申し上げます。 

 

    第第第第１１１１はははは、、、、｢｢｢｢沖縄沖縄沖縄沖縄らしいらしいらしいらしい自然自然自然自然とととと歴史歴史歴史歴史、、、、伝統伝統伝統伝統、、、、文化文化文化文化をををを大切大切大切大切にするにするにするにする島島島島をををを目指目指目指目指

してしてしてして｣｣｣｣についてでありますについてでありますについてでありますについてであります。。。。    

 

国は、慶良間諸島を今年３月５日に国立公園に指定することを決定し

ました。沖縄県としては、慶良間諸島の海域景観の保全を図り、適正利

用に向けて取り組みます。 

 

また、自然環境の持続可能な利用を図るため、サンゴ礁保全に向けたオ

ニヒトデ対策などに取り組むほか、「自然環境再生指針（仮称）」を策定

し、沖縄らしい自然環境の再生に取り組みます。 

 

伝統や文化については、「しまくとぅば」の継承や伝統芸能など多彩

な文化資源の活用により、魅力的な沖縄の形成に努めます。 

 

平成29年度供用開始を目指し、「工芸の杜（仮称）」を整備し、技術

の高度化、市場ニーズに対応した製品開発等を推進します。 
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第第第第２２２２はははは、、、、｢｢｢｢心豊心豊心豊心豊かでかでかでかで、、、、安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心にににに暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる島島島島をををを目指目指目指目指してしてしてして｣｣｣｣についてであについてであについてであについてであ

りますりますりますります。。。。    

 

沖縄の活力と成長力を維持・発展させるためには、積極的な人口増

加施策を展開することが重要であることから、長期的な取組として

「人口増加計画」を策定し、県全域でバランスのとれた人口の増加を

推進してまいります。 

 

長寿世界一復活に向けては、次世代や働き世代の生活習慣の改善や

スポーツができる機会の拡大等、健康長寿復活プロジェクトを立ち上

げ、2040年までに平均寿命日本一を目指します。 

 

安心して妊娠、出産、子育てができるよう、女性からの相談体制を充実

し、こどもの医療費助成に取り組みます。また、市町村が実施する保育所

整備や小規模保育事業等の支援を行うことにより、平成29年度末までに待

機児童の解消を図ります。認可外保育施設に対しては、認可化移行の支援

や給食費等の助成を実施し、保育の質の向上に取り組みます。 

 

お互いに支え、助け合う地域社会の実現を目指して、「沖縄県地域

福祉支援計画」を策定するとともに、地域で完結できる福祉・介護人

材を育成するための基盤整備を図ります。 

 

また、「沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしやすい社会づくり

条例」に基づき、新たに広域相談専門員を配置し、障害者に対する誤

解や偏見等をなくし、ともに支え合う社会づくりに取り組みます。 
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保健医療サービスの推進については、救急医療体制の充実、及び医

師等保健医療従事者の養成・確保に取り組むとともに、県立病院の持

続的な経営健全化に向けて、経営改革に取り組みます。 

 

八重山病院の建て替えについては、平成29年度の開院へ向けて整備

します。 

 

 北部地域における医療体制については、基幹的病院の整備など、地

域医療の確保・充実に取り組みます。 

 

 災害に強い県土づくりについては、35ヶ所の橋梁補修、10市町村で

の民間住宅及びホテル、病院等への耐震診断の支援等に取り組むとと

もに、水道施設の更新、耐震化等により水の安定供給を図ります。 

 

東日本大震災の教訓を踏まえ、県民の迅速な避難行動のための体制

整備、防災意識の啓発・向上等に取り組みます。 

 

性暴力被害者支援の充実を図るため、「性暴力被害者ワンストップ

支援センター（仮称）」の設置に向けて取り組みます。 

また、ＤＶ・ストーカーやコミュニティサイト等に起因する犯罪か

ら女性や青少年を守るための体制を強化します。 

 

次に、米軍基地から派生する諸問題及び戦後処理問題の解決につい

て申し上げます。 

普天間飛行場代替施設建設事業に係る公有水面埋立承認申請につ
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いては、公有水面埋立法等に則り、承認したところであります。 

政府は、辺野古移設計画が9.5年又はそれ以上の期間を要すること

から、その間の危険性除去が極めて重要な課題との認識を私と共有し

ており、政府として、５年以内運用停止の実現に全力で取り組むこと

を表明しております。 

 

また、嘉手納より南の施設・区域の返還については、昨年の８月に

牧港補給地区（北側進入路）が返還され、さらに平成26年度末にはキ

ャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）の返還が予定されております。 

 

沖縄県としては、統合計画について、内容の具体的な説明、跡利用

計画の円滑な実施への配慮、地元意見の聴取の場の設置等について、

引き続き政府に対して強く求めます。とりわけ、牧港補給地区につい

ては、７年以内の全面返還を求めてまいります。 

 

昨年10月の日米安全保障協議委員会共同発表に基づき、ホテル・ホ

テル訓練区域の使用制限一部解除、普天間飛行場のＫＣ１３０空中給

油機の岩国飛行場への移駐が行われる見込みとなっており、県は、こ

れら負担軽減策の確実な実施を求めてまいります。 

 

日米地位協定の見直しについては、返還予定施設の事前立入調査等

具体的な成果が実現するよう、今後ともあらゆる機会を通じ、条項の

追加等、改定を日米両政府に対して求めてまいります。 

 

さらに、オスプレイについては、政府が示した12機程度を県外の拠
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点に配備、訓練の過半を県外に移転し、普天間飛行場運用停止後、県

外移設を行うよう政府に求めてまいります。 

 

戦後処理問題については、不発弾処理問題の早期解決に取り組むと

ともに、沖縄戦の戦没者の遺骨収集の加速化を図ります。また、所有

者不明土地問題については、抜本的解決策を講ずるよう国に求めてま

いります。 

 

    第第第第３３３３はははは、、、、｢｢｢｢希望希望希望希望とととと活力活力活力活力にあふれるにあふれるにあふれるにあふれる豊豊豊豊かなかなかなかな島島島島をををを目指目指目指目指してしてしてして｣｣｣｣についてでありますについてでありますについてでありますについてであります。。。。 

 

幹線道路網の構築については、那覇空港自動車道及び沖縄西海岸道路

の整備を引き続き促進するとともに、ハシゴ道路の東西軸強化を図る上

之屋道路、城間前田線の整備に新規着手します。 

 

公共交通については、路線バスの定時性向上に資するバスレーン延

長や、モノレール・バス４社共通のＩＣ乗車券システムの平成27年度

運用開始に取り組みます。沖縄都市モノレールは、首里駅から沖縄自動

車道（西原入口）までの延長整備を推進し、平成31年春の開業を目指し

ます。 

 

鉄軌道を含む新たな公共交通システムについては、そのルートや事業

主体、整備手法等の検討を行い、平成27年度までに事業化に向けた計画

案の策定に取り組みます。 

 あわせて、フィーダー交通として、ＬＲＴ、基幹バス等が連携するこ

とにより、本島全域を結ぶ利便性の高い公共交通ネットワークの構築に
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向けて取り組みます。 

 また、鉄軌道の導入決定及び早期着工を政府に求めてまいります。 

 

モノレール旭橋駅周辺地区市街地再開発については、平成30年度の事

業完了を目指し、バスターミナル地区の整備を促進するとともに、新県

立図書館等の公共公益施設の導入に取り組みます。 

 

観光リゾート産業については、平成33年度までの入域観光客数1,000

万人の達成を目指し、世界水準の観光リゾート地の形成に取り組みます。 

また、大型ＭＩＣＥ施設の早期整備を目指すとともに、多様な機能を備

えた統合リゾートの検討を継続してまいります。 

 

アジアにおける国際情報通信の拠点形成を目指し、国際海底ケーブル

の敷設により、沖縄と首都圏、アジアを直接結ぶ高速通信基盤の構築に

取り組むとともに、県内ＩＴ人材の高度化を推進します。 

 

那覇空港については、滑走路増設事業を促進し、増大する旅客需要に

対応するためのターミナル機能の拡充について、国の「那覇空港ターミ

ナル地域整備基本計画」の事業を促進するとともに、さらなる民間エリ

アの拡大に向け、自衛隊エリアの配置の最適化を政府に求めてまいりま

す。 

さらに、臨空・臨港型産業の集積による国際物流拠点の形成に向けて

は、国際航空物流ハブの拡充や航空機整備場の整備などに取り組みます。 

 

那覇港、中城湾港等を引き続き整備し、国際交流・物流機能の強化を
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図ります。 

大型国際商談会「沖縄大交易会」を民間と共同で開催します。 

 

企業誘致については、新たに設けられる経済金融活性化特別地区（仮

称）や大幅に拡充される各種税制優遇措置等を活用し、様々な産業の集

積に取り組みます。 

 

中小企業については、県融資制度の拡充により企業再生や経営基盤強

化を促進するとともに、企業連携プロジェクトの推進等により中小企業

の新たな取組を支援します。 

 

知的・産業クラスターの形成については、沖縄科学技術大学院大学の

整備拡充が重要であることから、３００ＰＩに向けた取組等を政府に求

めてまいります。 

また、先端医療の開発拠点形成の基礎づくりを推進するとともに、重

粒子線治療施設導入に向けた基本構想の策定に取り組みます。 

 

沖縄周辺海域の海洋資源について、関係機関と連携し、国の海洋資源

調査や開発の支援拠点形成に取り組みます。 

 

農林水産業の振興については、戦略品目による拠点産地の形成、輸送

コストの低減、生産基盤の整備等を図るとともに、６次産業化によるさ

らなるブランド化を推進します。 

さらに、新たに設立される農地中間管理機構を通じて、新規就農者や

法人経営体等担い手の農地利用拡大に取り組みます。 
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 また、日台漁業取決めの影響緩和のための基金100億円を活用し、漁業

者の安全操業の確保や水産経営の安定化など、水産業の振興に取り組み

ます。 

 

全国並みの完全失業率の達成に向けて、引き続き「みんなでグッジョ

ブ運動」を展開し、県民一丸となった就労意識の向上と雇用の拡大を図

ります。 

さらに、優れた人材育成の取組を行っている企業の認証制度等により、

雇用の質の向上を図ります。 

 

北部、離島、過疎地域においては、航路及び航空路の交通コスト低減

や離島児童・生徒支援センター（仮称）の平成27年度供用開始、港湾・

空港施設の機能向上、石垣空港線の早期開通、宮古広域公園（仮称）の

整備、儀間ダムの平成27年度供用開始など定住条件の整備に取り組みま

す。 

 

中南部都市圏の駐留軍用地については、跡地利用推進法に基づく立入

調査の実施等による早期の普天間飛行場跡地利用計画策定を推進すると

ともに、関係市町村の跡地利用計画の策定を促進します。 

特に、平成26年度末返還予定のキャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）

の跡地利用については、先行モデルとして国及び宜野湾市と連携した取

組を推進します。 
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    第第第第４４４４はははは、、、、｢｢｢｢世界世界世界世界にににに開開開開かれたかれたかれたかれた交流交流交流交流とととと共生共生共生共生のののの島島島島をををを目指目指目指目指してしてしてして｣｣｣｣についてでありますについてでありますについてでありますについてであります。。。。 

 

交流施策については、「沖縄２１世紀国際交流基本戦略（仮称）」を

策定し、また、多文化共生社会の実現に向けた取組を通じて、交流人口

の拡大と定着人口の増加につなげます。 

 

さらに、ＪＩＣＡ沖縄センターと連携し、開発途上国から技術研修員

を受け入れるとともに、沖縄県から約40名の高校生を開発途上国に派遣

し、国際協力・貢献活動を通じた交流を積極的に推進してまいります。 

 

平和の発信・構築については、第７回沖縄平和賞の実施や戦争体験

証言等の記録などを通じて、平和の心を広く国内外へ発信し、次世代

に継承したいと考えております。 

 

    第第第第５５５５はははは、、、、｢｢｢｢多様多様多様多様なななな能力能力能力能力をををを発揮発揮発揮発揮しししし、、、、未来未来未来未来をををを拓拓拓拓くくくく島島島島をををを目指目指目指目指してしてしてして｣｣｣｣についてであについてであについてであについてであ

りますりますりますります。。。。 

 

学校教育については、引き続き小中学校における少人数学級の導入を

推進するとともに、児童生徒の学力向上に向けては、平成28年度までに

全国水準を超えることを目標に取組を強化します。 

 

グローバルに活躍できる産業人材を育成するため、セミナー開催に加

え、約40人の海外派遣研修や長期留学を実施するとともに、教育分野に

おいては、約300人の高校生や大学生等を国外留学等に派遣します。 

 

また、小中学校においては、イングリッシュサマーキャンプを実施し、
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英語によるコミュニケーション能力の向上を図ります。 

 

 以上、平成26年度における主な施策の概要について申し上げましたが、

他にも多くの施策を展開し、県民の福祉向上に邁進する所存であります。

議員各位をはじめ、県民の皆様の御理解と御協力を賜りたくお願い申し

上げます。 

 

 

ⅢⅢⅢⅢ    提出議案提出議案提出議案提出議案についてについてについてについて    

    

次に、甲第１号議案から甲第36号議案までの予算議案についてご説明

申し上げます。 

 

平成26年度は、「重点テーマ」を踏まえ、沖縄の持つ優位性と潜在力

を生かした施策を戦略的に展開するとともに、「沖縄県ＰＤＣＡ」及び

沖縄振興交付金事業の評価の反映、新たな行財政改革プランの推進によ

り、一つひとつの施策・事業の効率性や実効性の向上に取り組むことと

しております。 

 

その結果、平成26年度当初予算は、 

一般会計において、 7,239億2,200万円 

特別会計において、 1,077億4,472万9千円 

企業会計において、 1,115億8,183万3千円 

の規模となっております。 
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また、平成25年度補正予算につきましては、国の補正予算への対応経

費等を盛り込んだ一般会計補正予算及び11件の特別会計補正予算並びに

水道事業会計補正予算を計上しております。これらの補正予算につきま

しては、先議案件として御審議を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 次に、予算以外の議案といたしましては、条例議案が「沖縄県危険物

の製造所、貯蔵所又は取扱所の設置許可申請等手数料条例の一部を改正

する条例」ほか38件、議決議案が「工事請負契約について」ほか11件、

を提案しております。 

 

 なお、乙第12号議案ほか６件につきましては、先議案件として御審議

を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 以上をもちまして、今回提案いたしました議案の説明といたします。 

 

 なにとぞ、慎重なる御審議の上、議決を賜りますようお願い申し上げ

ます。 


